
  

○ 養護老人ホーム・軽費老人ホームに求められる役割や位置づけを整理し、新たな役割・機能のあり方を検討するとともに、その主な経営母体で
ある社会福祉法人としては今後何を為すべきかについて検討を行う。 

  

調査研究目的 

  
○ 第１回委員会を７月30日、第2回委員会を10月24日、第3回委員会を12月4日、 第4回を3月13日に開催済。並行して、養護老人ホーム・軽費老
人ホーム別に作業部会を設置し、提起された現状や課題の論点整理、今後の新たな役割の方向性等に関する検討を行い、平成２６年３月に報告
書をとりまとめた。 

スケジュール 

  
○現状と課題の論点整理 

 ・施設機能のあり方の見直し、措置制度の効果的な運用に向けた施設と自治体との連携、利用者に適した施設環境の整備等 

 ・自治体向けアンケート調査の実施 

○今後の施設のあり方、新たな役割を実現するための課題、制度や支援のあり方等の検討 

 ・新たな社会資源の開発等を含めた地域高齢者支援の取組、入所者を含む地域の高齢者の日中活動支援への取組の推進等 

 ・自治体ヒアリング、社会福祉法人等のヒアリング 

検討内容 

委   員 

 京極  高宣（委員長）（国立社会保障・人口問題研究所名誉所長） 

 阿比留志郎（社会福祉法人梅仁会養護老人ホーム丸山施設長）  大山 知子（社会福祉法人蓬愛会理事長） 

 川西  基雄（社会福祉法人サンシャイン会理事長）  北本 佳子（昭和女子大学人間社会学部教授） 

 斉藤  秀樹（公益財団法人全国老人クラブ連合会理事・事務局長）  清水 正美（城西国際大学福祉総合学部准教授） 

 高橋  紘士（国際医療福祉大学大学院教授）  辻   哲夫（東京大学高齢社会総合研究機構教授） 

 常磐  勝徳（特定非営利活動法人全国盲老人福祉施設連絡協議会事務局長）  栃本一三郎（上智大学総合人間科学部教授） 

 山田  尋志（地域密着型総合ケアセンターきたおおじ代表）  結城  康博（淑徳大学総合福祉学部教授） 

オブザーバー 厚生労働省老健局高齢者支援課 

 事  務  局  一般財団法人 日本総合研究所 

検討メンバー 

養護老人ホーム・軽費老人ホームの今後のあり方も含めた社会福祉法人の 

新たな役割に関する調査研究事業（平成２５年度老人保健健康増進等事業） 
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研 究 報 告 書 概 要 

 
（養護老人ホームに関する論点）  
○ 入所者の状況に合わせた施設機能のあり方の見直しが必要   
  ・職員の専門性向上に向けた取組の必要性 
  ・地域移行が可能な入所者への支援の必要性   等  
○ 措置制度の効果的な運用に向けた施設と自治体の連携が必要   
  ・初期段階における関係機関との連携 
  ・専門職等によるアウトリーチ活動   等  
 ○ 入所者に適した施設環境の整備が必要   
  ・施設整備費予算の確保 
  ・小規模な養護老人ホームの整備推進   等  
（軽費老人ホーム・ケアハウスに関する論点）  
○ 施設機能のあり方の見直し、サービスの多様化・複合化の検討が必要   
  ・職員のスキル向上のための取組と処遇困難者への新たな対応 
  ・入居者の力を引き出す支援の展開   等  
○ 自治体等関係機関等との連携と周知の促進が必要   
  ・事業者による周知・広報活動の必要性 
  ・都道府県及び市町村への期待   等   
○ 入居者に適した施設環境の整備が必要  
  ・入居者の重度化や地域ニーズに対応した施設改修 
  ・軽費老人ホームの老朽化に対応した施設改修   等 

現状における問題点を踏まえた論点整理 
 
（養護老人ホーム）  
○ 施設機能の高度化 
  ・入所者の地域移行支援機能の強化 
  ・地域移行が困難な入所者への伴走型支援  
 
（軽費老人ホーム・ケアハウス）  
○ 高齢者等に選ばれる住まい  
○ 地域ニーズに沿った柔軟な支援機能の確保 
  ・自立高齢者、要介護高齢者、社会的援護を要する高齢者等への柔軟な 
   支援の提供   
（養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウス共通）  
○ 専門的支援機能（ソーシャルワーク）の強化 
  ・相談支援・アウトリーチ機能の強化 
  ・地域の高齢者等の居場所づくり（生きがいづくり、就労支援等）     
○ ソーシャルワーク機能の向上 
  ・専門人材の確保・増員、職員のソーシャルワークスキルの向上    
○ 居住支援（住まい）機能、生活支援機能の強化 
  ・入所（入居）者の特性や状態に適した環境の整備 
  ・生活支援サービス、低所得高齢者向け住まいの開発   等   
○ 自治体、地域住民等との連携強化 
 

今後のあり方と新たな役割 

※既存設備の使用も想定 
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・交流機能 
・食事提供機能 

地域包括支援センター 
今後の役割のイメージ 

密接な連携 

・アウトリーチの拠点 
・相談窓口機能 

地域包括支援センター等 
医療・福祉事業者ネットワーク 

老人福祉施
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